
第 1 章 DX 時代における基幹システムと ERP の役割 

1.1 基幹システム構想策定の意義と全体像：製造業における ERP の役割 

現代の製造業を取り巻く環境は、グローバル市場の複雑化、サプライチェーンの変動性

増大、顧客ニーズの個別化、そして激化するコスト競争など、かつてないほどの変化の速

度に晒されています。このような中で、企業が競争優位性を確立し、持続的な成長を実現

するためには、ビジネスの根幹を支える基幹システムの戦略的な活用が不可欠です。その

中核を担うのが、ERP（Enterprise Resource Planning）パッケージです。ERP は、会計、

生産、販売、サプライチェーン、人事といった企業の主要な経営資源と業務プロセスを一

元的に管理し、最適化を図ることで、経営の効率化と透明性の向上に貢献してきました。 

しかし、ERP の導入や刷新は、多大な投資、長期にわたるプロジェクト期間、そして全社

的な業務変革を伴う、企業にとって極めて重要な取り組みです。その成否は、企業の将来

を大きく左右すると言っても過言ではありません。過去には、「期待した効果が得られな

かった」「コストが膨れ上がった」「現場に受け入れられなかった」といった失敗事例も少

なくありませんでした。これらの課題の多くは、ERP パッケージの選定や導入方法その

ものだけでなく、プロジェクトの最も初期段階である「システム構想策定」が不十分であ

ったことに起因しています。 

本書が焦点を当てる「基幹システム構想策定」とは、単に新しいシステムの機能要件を

洗い出す作業に留まりません。企業の経営戦略やビジネス目標と IT 戦略を密接に連携さ

せ、「なぜ、今、基幹システムを刷新するのか？」「刷新によって、どのようなビジネス価

値を生み出すのか？」「あるべきシステムの全体像はどうあるべきか？」といった根本的

な問いに対する明確な答えを見つけ出すプロセスです。このプロセスを通じて、目指すべ

きシステムと業務のあるべき姿を描き、その実現に向けた具体的なロードマップを策定

することで、プロジェクト全体のリスクを低減し、成功確率を飛躍的に高めることを目指

します。 

 

1.1.1 構想策定の 3 つの主要目的 

基幹システム構想策定の目的は、大きく以下の 3 つの視点から捉えることができま

す。 

 

1.1.1.1 ビジネス価値の最大化と費用対効果の明確化 

ERP 導入は、企業の最も重要な戦略的投資の一つであり、多額の投資を伴います。

その投資が企業の経営目標達成にどのように貢献し、どのようなビジネス価値を生

み出すのかを具体的に定義することが最重要です。単なるコスト削減に留まらず、売

上拡大、市場シェア獲得、顧客満足度向上、新規事業創出、サプライチェーン強靭化

など、定量的・定性的な目標を設定し、それらを実現するためのシステム像を描くこ

とで、経営層の意思決定を支援し、プロジェクトのモチベーションを維持します。 



事例 1-1-1：国内自動車部品メーカーのグローバル在庫最適化  

ある国内自動車部品メーカーは、複数の国にまたがる生産拠点と販売拠点の在庫

が個別に管理され、グローバル全体での最適化ができていない課題を抱えていまし

た。経営層は、この状況を打開するため、老朽化した複数の基幹システムを統合し、

ERP 刷新によるグローバルサプライチェーンの最適化を構想しました。構想段階で

「グローバルな部品在庫のリアルタイム可視化による年間 5 億円の在庫最適化効果」

と「生産計画の精度向上による製品リードタイムの 15%短縮」という具体的な KGI

（Key Goal Indicator）を設定しました。これは、ERP を核とした生産・販売・調達の

連携強化が、経営戦略上の重要課題であるキャッシュフロー改善と市場投入スピー

ド向上に直結するという明確なメッセージでした。このような経営層が納得する具

体的な目標設定と、それによって得られる ROI（Return On Investment）の明確化は、

プロジェクト全体を強力に推進する原動力となりました。 

 

1.1.1.2 プロジェクトリスクの低減と予見性の向上 

構想策定が不十分なままプロジェクトを進めると、要件の不明確さ、関係者間の認

識齟齬、予期せぬ課題の発生などにより、プロジェクトの遅延、予算超過、品質問題

といったリスクが増大します。実際、多くの ERP 導入失敗事例は、この初期段階で

の計画不足に起因しています。構想策定フェーズでこれらの潜在的なリスクを早期

に特定し、技術的な実現可能性、組織的な受容性、予算上の制約などを多角的に評価

することで、対策を講じ、後続フェーズでの手戻りを最小限に抑え、プロジェクト全

体の予見性と安定性を高めます。緻密な計画は、プロジェクトを暗礁に乗り上げさせ

ないための灯台のようなものです。例えば、技術的な実現性評価が甘かったために、

特定のレガシーシステムとの連携が困難で、想定外の追加開発が発生するといった

リスクを、構想段階で洗い出すことが重要です。 

 

1.1.1.3 持続的な成長を支える IT 基盤の確立 

環境変化の激しい DX 時代において、システムは「一度作って終わり」ではなく、

常に進化し続ける必要があります。構想策定では、単に現在の課題を解決するだけで

なく、将来のビジネス拡張（例：M&A による事業拡大、新たな国への進出）、技術革

新（例：AI、IoT、ロボットの普及）、法規制の変更（例：電子帳簿保存法、インボイ

ス制度、ESG 報告義務化への対応）などにも柔軟に対応できるスケーラブルでレジ

リエンス（強靭性）のある IT アーキテクチャの方向性を示します。これにより、一

度導入したシステムがすぐに陳腐化することなく、企業の持続的な成長を支える基

盤となります。これは、長期的な視点での IT 投資戦略そのものであり、企業の競争

力維持に直結します。 

 



1.1.2 構想策定のスコープと主要アウトプット 

構想策定のスコープは、ERP パッケージの機能範囲に限定されません。むしろ、以下

のような広範な領域を対象とします。これは、ERP が企業活動全体に影響を及ぼすシ

ステムであるため、網羅的な視点が必要です。 

• ビジネス戦略と目標: 企業の長期ビジョン、中期経営計画、事業戦略、具体的な

KGI/KPI（Key Goal Indicator/Key Performance Indicator）。市場動向分析も含む。 

• 業務プロセス: 現状の業務フロー（As-Is）の徹底的な分析と課題抽出、そして ERP

の標準機能を最大限に活用したあるべき業務フロー（To-Be）の設計。部門間連

携の最適化、ボトルネックの解消。 

• 組織構造と人材: 新システム導入後の組織体制、各部門・個人の役割分担の再定

義、必要なスキルセットの特定、教育訓練計画、チェンジマネジメントの必要

性、プロジェクト推進におけるリーダーシップ体制。 

• システムアーキテクチャ: 既存システム構成の棚卸し、対象 ERP パッケージの機

能範囲と導入範囲、周辺システム（MES, SCM, PLM, CRM, BI ツールなど）との

連携方式、データ連携基盤、クラウド活用戦略、情報セキュリティアーキテク

チャ。 

• データ: マスターデータ（製品、顧客、サプライヤーなど）の現状分析とあるべき

姿、トランザクションデータの整合性、データ品質管理、データガバナンス方

針、データ活用方針（ビッグデータ分析、リアルタイムダッシュボードなど）。 

• テクノロジー: クラウド（IaaS, PaaS, SaaS）、AI、IoT、RPA、モバイルといった最

新技術の適用可能性とロードマップ、既存技術との整合性。 

• 法規制・コンプライアンス: 各種法令遵守、業界規制、内部統制要件、国際的なセ

キュリティ基準への対応。 

事例 1-1-2：多国籍製造業のグループガバナンス強化  

ある多国籍製造業は、複数の国にまたがる事業のガバナンス強化と効率化のため、

ERP 刷新プロジェクトに着手しました。同社は、構想策定において、単に ERP を導入

するだけでなく、以下の要素までをスコープに含めました。 

• 各国の異なる税制や商慣習への対応を考慮したうえでのグローバルな業務プロセ

スの標準化。 

• M&A によって異なるコード体系を持つようになったマスターデータ（製品コー

ド、顧客コードなど）の統合と、そのためのデータクレンジング戦略。 

• 各地域のデータプライバシー規制（GDPR など）に対応するためのセキュリティ

要件とデータ管理方針。 

• グローバルでの標準業務プロセスを順守するための、各拠点の IT 部門および業務

部門との連携体制の再構築。 この多角的なスコープ設定により、単なるシステ

ム導入を超えた、真のグループシナジー創出とリスク管理に貢献する構想が描



かれました。 

これらの検討を経て、構想策定フェーズで作成される主要なアウトプットは以下の

通りです。これらのドキュメントは、プロジェクト関係者間の共通言語となり、後続フ

ェーズの具体的な作業の指針となります。 

• システム刷新の目的・目標定義書: プロジェクトの KGI/KPI、ビジネスインパク

ト、経営層のコミットメントを明文化。具体的な数値目標と達成時期を明記。 

• 現状分析報告書: 既存システム、業務プロセス、組織の課題、IT 負債、リスク、機

会などを網羅的に可視化し、客観的なデータに基づいて分析した結果。例えば、

部門間のデータ連携における手作業の発生頻度や、それによるリードタイムの

遅延などを定量的に示す。 

• To-Be（あるべき姿）定義書: 

o あるべき業務プロセス: ERP 標準機能を最大限に活用した、将来の理想的

な業務フロー。現行業務とのギャップを明確化し、業務変革の具体的な

内容を記述。 

o あるべきシステムアーキテクチャ: ERP を中心に据えた全体システム構成

図、データ連携、外部サービス連携の詳細。クラウド、オンプレミス、

ハイブリッドなど、インフラの選択肢と理由も明確化。 

o あるべき組織・体制: 新システム運用に必要な組織構造、役割、人材要件、

それに伴う組織変更案。変更後の各部門の責任と権限範囲。 

• システム要件定義書（概要）: 新システムに求める機能要件、非機能要件（性能、

可用性、セキュリティ、拡張性、保守性など）、データ要件の概要と優先順位付

け。カスタマイズが必要な場合はその範囲と理由を明記。 

• ERP パッケージ選定方針と評価結果: 複数パッケージの比較検討結果、推奨パッ

ケージ、選定理由。技術的な適合性、ベンダーのサポート体制、コスト、業界

での導入実績などを多角的に評価し、客観的な選定基準に基づいて結論を出す。 

• ロードマップ: 構想実現に向けたフェーズ分け、主要マイルストーン、概算スケ

ジュール、各フェーズで実施すべき具体的なタスクと成果物。リスクが高いタ

スクには、リスク軽減策も併記。 

• 投資計画と費用対効果（ROI）分析: システム導入・運用にかかる概算コスト、投

資回収期間、具体的な ROI 算出、リスクと機会のバランス評価。詳細なコスト

内訳と、期待される収益増・コスト削減効果のシミュレーション。 

• リスク評価と対策計画: プロジェクト推進上の潜在的なリスク（技術、人材、組

織、ベンダーなど）を特定し、その発生確率と影響度を評価した上で、軽減策、

対応計画を策定。 

• チェンジマネジメント計画（概要）: 組織変革を円滑に進めるためのコミュニケ

ーション戦略、トレーニング計画、新しい評価制度への影響と対応策、抵抗勢



力への対応方針。 

これらのアウトプットは、後続の要件定義、設計・開発、導入といった各フェーズに

おける重要な指針となり、プロジェクト関係者全員が共通認識を持ち、一丸となって目

標達成に向かうための基盤となります。 

 

1.1.3 プロジェクトライフサイクルにおける位置づけ：構想策定の戦略的優位性 

ERP パッケージの導入・刷新プロジェクトは、一般的に以下のフェーズを経て進行

します。各フェーズは相互に密接に関連しており、特に初期のフェーズがその後のプロ

ジェクトの成否を大きく左右します。 

1. 構想策定フェーズ（Concept & Vision）: 本書が最も重点を置くフェーズです。

企業の経営戦略と IT 戦略を融合させ、あるべきシステムと業務の全体像、投資

対効果、ロードマップを定義します。このフェーズでの緻密な計画が、プロジ

ェクト全体の成否を決定づけます。経営層、IT 部門、事業部門の三者が一体と

なって、ビジネス要件を明確にし、技術的な実現可能性とコストを考慮した最

適な方向性を決定します。 

2. 要件定義フェーズ（Requirements Definition）: 構想策定で定められた大枠と方

向性に基づき、新システムの機能要件、非機能要件、データ要件などをより詳

細かつ具体的に定義します。ERP パッケージの標準機能と自社業務のギャップ

を分析し、フィット＆ギャップ分析に基づいてカスタマイズの範囲や方針を決

定します。この段階で、いかに ERP の標準機能を活用し、業務プロセスをパッ

ケージに合わせて変革できるかが、プロジェクトのコストと期間に大きな影響

を与えます。 

3. 設計・開発フェーズ（Design & Development）: 定義された要件に基づき、シス

テムの詳細設計を行い、必要に応じて ERP パッケージのカスタマイズ、アドオ

ン開発、外部システム連携の実装を行います。近年主流のクラウド ERP の場合

は、設定作業が中心となりますが、周辺システムとの連携ロジック開発は依然

として重要な要素です。 

4. テストフェーズ（Testing）: 開発されたシステムが要件を満たしているか、不具

合がないか、性能が出ているかなどを多角的に検証します。単体テスト、結合

テスト、総合テスト、ユーザー受け入れテスト（UAT）など、様々なテストを実

施します。特に、ERP のような複雑なシステムでは、業務シナリオに沿った網

羅的なテストが不可欠であり、本番稼働後のトラブルを未然に防ぐ重要なフェ

ーズです。 

5. 導入・移行フェーズ（Go-Live & Migration）: 新システムへのデータ移行、利用

者へのトレーニング、本番稼働に向けた最終準備を行い、システムを稼働させ

ます。このフェーズでは、業務への影響を最小限に抑えつつ、スムーズな移行



を実現するための綿密な計画と実行、そして万全のバックアップ体制が求めら

れます。特にデータ移行は、多くのプロジェクトで課題となるため、事前の詳

細な計画とテストが重要です。 

6. 運用・保守フェーズ（Operation & Maintenance）: システム稼働後も、安定稼働

の維持、障害対応、セキュリティ対策、法改正への対応、そして継続的な改善

を図ります。ERP パッケージのバージョンアップや新機能の活用もこのフェー

ズの重要な活動です。ビジネス環境の変化に合わせてシステムを柔軟に進化さ

せていく「カイゼン」の視点が重要となります。 

構想策定フェーズは、このライフサイクルのまさに「源流」であり、プロジェクトの

「戦略策定」の段階に相当します。ここが曖昧であったり、十分に時間をかけなかった

りすると、後続のフェーズで以下のような問題が発生しやすくなります。 

• 手戻りの発生: 構想が固まっていないため、要件定義や設計段階で「やはりこ

うしたい」というビジネス要件の変更が頻発し、開発工数やコストが膨らむ。

結果として、プロジェクトが「デスマーチ」に陥るリスクが高まります。 

• ベンダーとの認識齟齬: 曖昧な要件定義や期待値の不一致により、ベンダーと

クライアント企業の間で「言った・言わない」のトラブルが発生し、信頼関係

が損なわれる。これはプロジェクトの遅延や品質低下に直結します。 

• システムの不完全燃焼: 業務ニーズとシステム機能が乖離し、導入後も業務効

率が上がらない、経営情報が正確に取れないなど、期待した効果が全く得られ

ない。システムが「箱もの」と化し、多額の投資が無駄になることもあります。 

• 組織の抵抗: 新しいシステムや業務プロセスへの理解が浸透せず、現場からの

反発や利用率の低迷を招く。最悪の場合、非公式な業務プロセスやシャドーIT

が蔓延し、ERP 導入のメリットが完全に失われることさえあります。 

逆に、構想策定に十分な時間とリソースを投入し、ビジネスと IT の明確なアライン

メントを図ることができれば、その後のプロジェクトは格段に円滑に進みます。早い段

階で主要な関係者間の合意形成を図り、プロジェクトのビジョンとスコープを共有す

ることで、途中で発生する問題にも柔軟かつ迅速に対応できるようになります。つまり、

構想策定は、ERP 導入プロジェクトを成功に導くための「戦略的優位性」を確保するフ

ェーズなのです。 

 

1.2 DX 時代における基幹システムのパラダイムシフト：製造業の未来を拓く ERP 

DX（デジタルトランスフォーメーション）が企業経営の最重要課題として浮上する中、

基幹システム、特に ERP の役割は劇的に変化しています。従来の ERP が担っていた「業

務効率化」や「コスト削減」といった役割に加え、DX 時代の ERP は、企業の競争優位性

を確立し、新たなビジネスモデルを創造するための「戦略的プラットフォーム」としての

機能が強く求められます。このパラダイムシフトを理解することが、DX 時代の基幹シス



テム構想策定における出発点となります。 

 

1.2.1 ビジネス戦略と ERP のアラインメント：DX の羅針盤 

DX 時代において、企業の IT 戦略とビジネス戦略はもはや不可分です。IT は、単なる

ビジネスをサポートするツールではなく、ビジネスそのものを変革し、新たな価値を創

造するドライバーとなります。この文脈において、ERP は、企業の根幹を支えるシステ

ムとして、ビジネス戦略との密接な連携がこれまで以上に重要になります。 

 

1.2.1.1 従来の ERP とビジネス戦略の距離 

従来の ERP 導入は、会計の透明性確保、生産計画の効率化、在庫最適化などを通

じて、経営の効率化、コスト削減、データの透明性向上を主目的としていました。こ

れは、既存のビジネスプロセスを IT で効率化する「守りの IT」の色合いが濃いもの

でした。ビジネス戦略は個別に存在し、ERP はその実現のための手段の一つ、という

位置づけが一般的でした。経営層は ERP を「コストセンター」と見なしがちで、投

資対効果の測定も限定的でした。 

 

1.2.1.2 DX 時代の ERP とビジネス戦略の融合 

DX 時代における ERP 導入は、企業のビジネスモデル変革や、顧客体験の抜本的向

上、新たな収益源の確立といった「攻めの IT」の側面が強調されます。ERP は、単に

既存業務を効率化するだけでなく、ビジネス戦略そのものを実現するための「中核的

なデジタルプラットフォーム」となります。これは、ERP がもはや単なる「システ

ム」ではなく、経営戦略を実行するための「武器」となることを意味します。 

事例 1-2-1：国内産業機械メーカーのサービスビジネス転換  

ある国内産業機械メーカーは、少子高齢化による国内市場の縮小と、グローバル競争

の激化に直面していました。そこで、「製品の販売」から「製品の IoT 化とサービス

事業への転換」（PaaS: Product-as-a-Service モデルへのシフト）をビジネス戦略の柱

としました。これまでの ERP は、製造と販売の管理が主であり、稼働中の機械から

のリアルタイムデータ収集や、保守サービス履歴、顧客の利用状況といった情報との

連携ができませんでした。このため、サービス部門と製造部門の間で情報が分断され、

顧客への迅速な対応が難しいという課題を抱えていました。 

同社が構想した新たな基幹システムは、クラウド ERP を中核に据え、製品に搭載

された IoT センサーから送られる稼働データ、保守サービス履歴（部品交換履歴、修

理内容など）、顧客からの問い合わせ履歴、そして販売データをすべて ERP に統合す

るものでした。これにより、機械の予兆保全の精度向上（故障前に異常を検知し、部

品交換時期を予測）、消耗品の自動発注、そして顧客ごとの利用状況に合わせた最適

な保守プランの提案が可能になりました。さらに、ERP と連携した顧客ポータルサ



イトを通じて、顧客は自身の機械の稼働状況や保守履歴をリアルタイムで確認でき

るほか、サービス利用料の請求も ERP から自動で行われるようになりました。 

この構想において、ERP は単なる「生産・販売管理システム」ではなく、「製品の

サービス化と顧客体験を創造するプラットフォーム」として明確に位置づけられま

した。経営層は「製品＋サービスによる持続的な収益モデルへの転換」というビジョ

ンを明確に掲げ、IT 部門と事業部門が一体となって、ERP がそのビジョンを実現す

るための主要な手段であることを深く理解し、プロジェクトを推進しました。このよ

うに、ビジネス戦略と ERP のアラインメントが明確であることで、ERP 導入は単な

るシステム刷新を超え、企業全体の DX を牽引する力となるのです。 

 

1.2.2 データと AI を核とした意思決定基盤としての ERP：精緻化されたデータの重要性 

DX 時代における ERP の最も顕著な進化の一つは、データと AI（人工知能）を核とし

た意思決定基盤としての役割です。そして、この役割を果たす上で、精緻化されたデー

タが持つ意味は計り知れません。 

 

1.2.2.1 従来のデータ活用：限定された範囲と分析深度 

従来の ERP も膨大なデータを蓄積していましたが、それは主に過去の業務実績を

記録し、月末の財務諸表作成や定型的なレポート出力に利用されることが中心でし

た。データ分析は、専門家によるバッチ処理や、BI ツールへの連携後に行われること

が多く、リアルタイム性や予測性は限定的でした。また、部門間でデータが分断され

ていたり、定義が不整合であったりするケースも少なくありませんでした。例えば、

営業部門の顧客データと、製造部門の生産データが別々に管理され、統合的な分析が

困難であることは珍しくありませんでした。これは、企業全体としてデータドリブン

な意思決定を行う上での大きな障壁となっていました。 

 

1.2.2.2 DX 時代のデータ活用と精緻化されたデータの不可欠性 

DX 時代の ERP は、企業内のあらゆる部門からのトランザクションデータに加え、

IoT デバイスからのリアルタイムデータ、ウェブサイトのアクセスログ、ソーシャル

メディア上の非構造化データ、外部の市場データなど、多種多様なデータを統合的に

取り込みます。そして、これらの膨大なデータを AI が分析し、過去の傾向分析に留

まらず、未来の需要予測、リスクの早期発見、最適なアクションの提案など、より高

度なインサイト（洞察）をリアルタイムで提供します。 

ここで極めて重要になるのが、データの一貫性、正確性、そして完全性といった「精

緻化されたデータ」の確保です。なぜなら、AI の性能は、学習させるデータの質に大

きく依存するからです。不正確なデータや不整合なデータは、AI による誤った予測

や推奨につながり、ビジネスに深刻な影響を及ぼす可能性があります。これは



「Garbage In, Garbage Out (GIGO)」の原則が、AI 時代において一層顕著になること

を意味します。精緻化されたデータとは、単にデータが存在するだけでなく、以下の

特性を持つデータを指します。 

• 一貫性: 異なるシステムや部門間でデータの定義やフォーマットが統一され

ていること。例えば、部品の単位が「個」と「箱」で混在しない、顧客名の

表記が揺れないなど。 

• 正確性: データが事実と合致していること。誤入力や欠損がないこと。例え

ば、在庫数が実数と一致しているか、受注情報に誤りがないかなど。 

• 完全性: 必要なデータがすべて揃っていること。特定の分析に必要な項目が

欠落していないこと。 

• 適時性: データが最新の状態に保たれ、リアルタイムまたは準リアルタイム

で利用可能であること。過去のデータだけでなく、現在の状況を正確に反映

しているか。 

• 粒度と構造: AI 分析に適した適切な粒度と構造でデータが整理されているこ

と。非構造化データも必要に応じて構造化され、分析可能な状態にあること。 

事例 1-2-2：国内電子部品メーカーの AI を活用した需要予測  

ある国内電子部品メーカーは、短納期化と多品種少量生産への対応が求められる

中で、生産計画の最適化と過剰在庫の削減が課題でした。従来の ERP では、過去の

販売実績データが主で、季節性やプロモーション効果、競合動向といった外部要因を

加味した需要予測は属人的な経験に依存していました。 

同社は、基幹システム刷新の構想において、ERP を精緻なデータハブの中心と位

置づけました。彼らは、まず全社的なマスターデータ管理（MDM）戦略を策定し、

製品コード、部品コード、顧客コードなどのマスターデータを一意の定義に基づき

ERP 上に構築しました。その上で、生産ラインの IoT センサーから得られるリアルタ

イムの稼働状況、設備の異常検知データ、品質検査装置からの不良データ、そしてそ

れらに紐づく原材料のロット情報や作業員情報までを、厳格なデータ定義と品質管

理プロセスに基づいて ERP に集約しました。さらに、外部の気象データ、経済指標、

競合のプロモーション情報、SNS のトレンドデータなども自動で連携させました。 

この精緻化されたデータ基盤の上で、AI モデルが稼働し、これらの多岐にわたる

データを複合的に分析することで、従来よりも格段に高精度な需要予測を可能にし

ました。この予測結果は ERP の生産計画モジュールにリアルタイムでフィードバッ

クされ、原材料の調達から生産、在庫、物流までのプロセスを自動的に最適化しまし

た。結果として、過剰在庫による廃棄ロスの大幅削減（年間数億円の削減効果）、欠

品による販売機会損失の低減、そして最適な生産体制によるコスト削減を実現しま

した。この電子部品メーカーの ERP は、もはや単なる記録システムではなく、AI が

学習し、企業全体を動かすインテリジェントな「頭脳」として機能し、データドリブ



ン経営を強力に推進しているのです。この成功の背景には、ERP が統合された精緻

なデータを提供したことが不可欠でした。構想策定段階で、データモデルの設計、マ

スターデータ管理（MDM）戦略、データガバナンス方針をしっかりと組み込むこと

が、DX 成功の鍵となります。 

 

1.2.3 アジリティとレジリエンスの確保：変化への適応力 

DX 時代は、市場や顧客ニーズが予測不能なスピードで変化する「VUCA（Volatility:変

動性、Uncertainty:不確実性、Complexity:複雑性、Ambiguity:曖昧性）の時代」と形容さ

れます。このような激しい変化の中で企業が生き残るためには、変化に迅速かつ柔軟に

対応できる「アジリティ（俊敏性）」と、予期せぬ事態や外部からの衝撃にも耐え、速

やかに回復できる「レジリエンス（回復力・強靭性）」を備えた基幹システムが不可欠

です。 

 

1.2.3.1 従来型の ERP と変化への対応の限界 

従来のオンプレミス型 ERP は、一度導入すると大規模なカスタマイズが施される

ことが多く、その結果、システムの変更やアップグレードが困難になる傾向がありま

した。システムの改修には多大な時間とコストがかかるため、ビジネス環境の変化に

迅速に対応することが難しいという課題を抱えていました。例えば、新たな製品ライ

ンを立ち上げる際に、既存の ERP が対応できず、新規システムを導入したり、大規

模な改修を余儀なくされたりすることは珍しくありませんでした。これは、アジリテ

ィとレジリエンスの欠如につながっていました。また、地震や台風といった自然災害、

あるいはサイバー攻撃といった事態が発生した際に、復旧に時間がかかるなど、事業

継続性の面でも課題がありました。 

 

1.2.3.2 DX 時代の ERP がもたらすアジリティとレジリエンス 

DX 時代の ERP は、クラウドネイティブアーキテクチャ、マイクロサービス、API

（Application Programming Interface）エコノミーといった技術革新により、より柔軟

で拡張性の高いものへと進化しています。 

クラウド ERP の活用: クラウド型 ERP は、オンプレミス型に比べて、システムのリ

ソースを柔軟に増減できるスケーラビリティを持ちます。急な事業拡大や縮小にも、

リソースを迅速に調整することで対応可能です。また、ベンダーがセキュリティ、バ

ックアップ、災害対策を担うため、企業の IT 部門の負担が軽減され、大規模災害時

でもシステム継続性を担保できるなど、レジリエンスも向上します。さらに、ベンダ

ーによる定期的な機能アップデートにより、常に最新の機能を利用でき、法改正やビ

ジネス環境の変化に迅速に対応できるアジリティも高まります。これにより、常に最

新のテクノロジーを活用し、市場の変化に即応できる基盤を維持できます。 



マイクロサービス・API エコノミーによる柔軟性: ERP の機能を会計、購買、生産

計画など、それぞれが独立して稼働する小さなサービス（マイクロサービス）として

設計することで、特定の機能だけを迅速に改修・デプロイすることが可能になります。

これにより、システム全体に影響を与えることなく、ビジネスの変化に合わせて柔軟

に機能を追加・変更できます。例えば、新しい販売チャネル（例：EC サイト）を立

ち上げる際に、既存の ERP 全体に手を入れることなく、必要な連携機能だけをマイ

クロサービスとして追加開発し、API でつなぎ込むことが可能になります。また、API

を通じて他の SaaS（Software as a Service）や外部サービスと容易に連携できる「API

エコノミー」の考え方は、自社で全てを開発するのではなく、必要な機能を外部から

調達し、組み合わせることで、迅速なシステム構築を可能にし、アジリティを向上さ

せます。これにより、企業は特定のベンダーに依存することなく、最適なソリューシ

ョンを柔軟に組み合わせることができます。 

事例 1-2-3：グローバル部品メーカーのサプライチェーン強靭化  

グローバルに部品を供給する大手部品メーカーは、複数の国に生産拠点と販売拠

点を持っていましたが、近年の地政学的リスクやパンデミックによるサプライチェ

ーンの寸断に頻繁に直面していました。各拠点にオンプレミスのレガシーERP が乱

立しており、データ連携が煩雑で、グローバルでの需給調整や生産計画の迅速な変更

が困難でした。 

そこで同社が構想したのは、グローバル標準のクラウド ERP パッケージを核とし

つつ、各国の法制度や特定の生産拠点に特化した要件には、API 連携を通じて SaaS

型の専用サービスや、PaaS（Platform as a Service）上で開発されたマイクロサービ

スを組み合わせるという「コンポーザブル ERP（Composable ERP）」のアプローチで

した。これにより、 

• アジリティ: 特定の国の規制変更や新たな事業展開が発生しても、ERP 全体

を大幅に改修することなく、影響範囲を最小限に抑えながら迅速に対応でき

るようになりました。例えば、新たな環境規制に対応するため、生産プロセ

スのトレーサビリティ要件が変更された場合でも、関連するマイクロサービ

スのみを改修することで、迅速にシステムを適合させることができました。

また、新製品開発の際に、PLM（製品ライフサイクル管理）システムと ERP

を API 連携させることで、設計から生産、販売までのプロセスを劇的にスピ

ードアップさせ、市場投入までの時間を短縮しました。 

• レジリエンス: クラウド ERP の採用により、物理的な災害リスクが低減され、

ベンダーが提供する高可用性サービスによって事業継続性が向上しました。

また、マイクロサービス化されたことで、万が一システムの一部に障害が発

生しても、影響範囲が限定され、他の業務への影響を最小限に抑えつつ、迅

速に復旧できるようになりました。例えば、特定の地域の物流システムに障



害が発生しても、基幹の ERP には影響せず、他の地域の業務は継続できるな

ど、サプライチェーン全体の強靭性が向上しました。 

このように、DX 時代の基幹システム構想策定では、将来のビジネス変化や不測の

事態を見越した「変化への対応力」をいかにシステム設計に組み込むかが、極めて重

要な検討課題となります。単なる機能要件だけでなく、システムの構造、運用体制、

そして企業文化そのものにアジリティとレジリエンスを組み込む視点が求められま

す。 

 

1.3 ERP 導入・刷新プロジェクトの失敗事例と成功の鍵：製造業の教訓 

ERP 導入・刷新プロジェクトは、その規模の大きさ、複雑さ、そして全社的な影響度の

高さゆえに、多くの企業で成功と失敗の事例が存在します。残念ながら、統計的には約半

数の ERP プロジェクトが、当初の目標を達成できなかったり、予算や期間を大幅に超過

したりしているという報告もあります。これらの失敗の多くは、構想策定の段階での見誤

りや、プロジェクト推進におけるマネジメントの甘さに起因しています。ここでは、製造

業における具体的な失敗事例から学び、DX 時代に ERP 導入を成功に導くための鍵を探

ります。 

 

1.3.1 典型的な落とし穴：製造業に特有の課題と共通の罠 

ERP 導入プロジェクトが陥りやすい「落とし穴」は、大きく分けて以下の 3 つが挙

げられます。製造業特有の事情が、これらの課題をさらに複雑にすることがあります。 

 

1.3.1.1 過度な「フィット＆ギャップ」への固執とカスタマイズの泥沼化 

ERP パッケージは、その分野における世界中の優良企業が実践してきた業務の「ベ

ストプラクティス」が凝縮された標準機能を持っています。これは、企業が自社の業

務プロセスを見直し、最適化する機会を提供するものです。しかし、多くの企業が、

「自社の業務は特別だから」「今までこうやってきたから」といった理由で、ERP の

標準機能を無視し、既存の業務プロセスに ERP を無理やり合わせようとする「フィ

ット＆ギャップ（ギャップ部分をカスタマイズで埋めること）」への過度な固執に陥

ります。この結果、システムが複雑化し、コストと期間が膨らむだけでなく、将来の

バージョンアップや機能拡張が困難になるという問題が生じます。 

製造業の失敗事例 1-3-1-1：複雑な生産ロジックへの過剰適合  

ある国内化学メーカーは、長年培ってきた独自の配合計算や、特殊な生産ラインに

おける複雑な制御ロジックにこだわり、導入するグローバル ERP パッケージに対し

て膨大なカスタマイズを要求しました。このカスタマイズの要求は、現場の業務担当

者からの「今のやり方を変えたくない」という強い要望に経営層が押される形で進め

られた側面もありました。特に、MES（製造実行システム）と ERP の連携部分では、



既存の複雑なインターフェースをそのまま踏襲しようとしたため、カスタマイズ工

数が当初の想定を大幅に上回りました。 

結果として、開発ベンダーからの見積もりは当初予算の 2 倍に膨れ上がり、プロジ

ェクト期間も 2 年以上延長。さらに、本稼働後もカスタマイズ部分の不具合が頻発

し、運用保守コストが継続的に発生しました。ERP のバージョンアップのたびに膨

大な改修コストがかかり、最新機能の恩恵を受けられない「塩漬けシステム」となっ

てしまい、最終的には新たな ERP への再刷新を余儀なくされました。これは、ERP

導入の最大のメリットである「業務の標準化」と「継続的なパッケージ機能改善の享

受」を自ら放棄してしまった典型的な事例です。DX 時代においては、アジリティが

求められる中で、過度なカスタマイズはシステムを重くし、変化への対応能力を著し

く低下させます。 

 

1.3.1.2 組織変革の軽視とチェンジマネジメントの失敗 

ERP 導入は、単なる IT システムの入れ替えではありません。それは、企業の組織

構造、業務プロセス、役割、そして従業員の働き方そのものを変革する、壮大な「組

織変革プロジェクト」です。特に製造現場では、長年の慣習や熟練者のスキルに依存

した業務プロセスが根強く存在し、変化への抵抗が大きいことがあります。しかし、

多くの企業が、システム開発そのものにばかり目を向け、この組織変革の側面を軽視

しがちです。従業員の新しいシステムや業務プロセスへの適応を促すための「チェン

ジマネジメント」が不十分であると、導入後にシステムが現場に受け入れられず、利

用が進まないという問題が発生します。 

製造業の失敗事例 1-3-1-2：現場の反発とデータ入力の停滞  

ある国内自動車部品メーカーでは、新しい ERP システムを導入しましたが、現場

の生産ライン管理部門からの強い反発を受けました。経営層や IT 部門は、新システ

ムがもたらす効率化やデータ連携のメリットを十分に伝えきれていませんでした。

新しいシステムは、これまでの手書きの記録やExcel管理に比べて、入力項目が多く、

操作も複雑に感じられました。十分な説明やトレーニングが行われなかったため、生

産ラインの担当者は新しいシステムを使いたがらず、旧来の非効率な業務を続ける

者が多くいました。 

結果として、ERP へのリアルタイムな生産データ入力が進まず、在庫情報や原価

情報が正確に把握できないという致命的な問題に直面しました。ERP 導入によって

「見える化」されるはずの生産状況や在庫データが、実態と乖離してしまい、経営層

は正確な情報に基づいた意思決定ができなくなりました。これは、システムは稼働し

たものの、ユーザーが使いこなせず、組織に定着しなかったために、導入効果が全く

上がらなかった典型的な事例です。ERP 導入における投資は、システムだけでなく、

人や組織への投資も含まれることを忘れてはなりません。 



 

1.3.1.3 データ品質問題の軽視と「精緻なデータ」の欠如 

ERP は「データの器」とも言われるように、正確でクリーンなデータがあって初め

てその価値を最大限に発揮します。しかし、多くのプロジェクトで、データ移行計画

が後回しにされたり、既存システムのデータ品質が十分に評価されないまま移行作

業が進められたりします。特に、製造業では部品マスター、製品マスター、BOM（部

品表）、工程データ、サプライヤーデータなど、データの種類が多く、複雑な構造を

持つため、データ品質問題が深刻化しやすい傾向があります。不整合なデータは、そ

の後の全ての業務プロセスと AI 活用に悪影響を及ぼします。 

製造業の失敗事例 1-3-1-3：マスターデータの不整合による生産計画の混乱  

ある国内重工業メーカーは、複数の事業部でそれぞれ異なるマスターデータ（部品

コード、顧客コード、サプライヤーコードなど）を使用していたため、これを新しい

ERP で統合しようとしました。しかし、データ移行プロジェクトにおいて、既存デー

タのクレンジング（データの重複排除、表記揺れの修正、欠損値の補完など）と統合

ルール定義に十分な時間をかけず、不完全なまま移行を進めてしまいました。これは、

プロジェクト期間の制約と、データ移行作業の複雑さを過小評価した結果でした。 

その結果、ERP 稼働後、同じ部品が異なるコードで複数登録されていたり、BOM に

誤った部品が紐付いていたりといった不整合が頻発。生産計画が混乱し、必要な部品

が調達できない、あるいは過剰に在庫を抱えるといった問題が発生しました。正確な

原価計算も困難になり、経営層が求めるリアルタイムな経営情報が取得できません

でした。サプライヤーへの発注も滞り、納期遅延が多発し、顧客からのクレームも増

加しました。これは、ERP が本来提供すべき統合された経営情報が、データの不整合

によって利用価値を失ってしまった典型的な事例です。DX 時代に AI を活用するた

めにも、精緻化されたデータが ERP の中心にあることが不可欠であることを改めて

示しています。 

 

1.3.2 ステークホルダーエンゲージメントの重要性：成功への多角的な視点 

これらの失敗事例から導き出される最大の教訓は、「ステークホルダーエンゲージメ

ント」の徹底的な重要性です。ERP 導入プロジェクトは、経営層、IT 部門、各事業部

門、外部コンサルタント、そしてシステムベンダーといった多様な立場の人々が関わる

複合的な取り組みです。それぞれの立場や期待、そして懸念が異なるため、プロジェク

ト開始時から密に連携し、共通の目標と認識を醸成することが不可欠です。 

 

1.3.2.1 経営層の強力なコミットメントとリーダーシップ 

ERP 導入は全社的な変革を伴うため、経営層の強力なリーダーシップと明確なコ

ミットメントが不可欠です。トップが「何のために ERP を導入するのか」「導入によ



って何を変えたいのか」というビジョンを明確に示し、プロジェクトの意思決定に積

極的に関与することで、各部門の協力を引き出し、組織全体の推進力を高めることが

できます。経営層がプロジェクトの成功に責任を持ち、困難な局面で迅速な意思決定

を下すことが、プロジェクトを停滞させないために重要です。 

製造業の事例 1-3-2-1：トップダウンによるグローバル標準化の推進  

ある大手自動車メーカーでは、グローバルでの生産体制最適化と経営ガバナンス

強化を目指し、全社横断的なクラウド ERP 導入を決定しました。プロジェクトは非

常に複雑でしたが、CEO（最高経営責任者）が自らプロジェクトオーナーとなり、週

に一度の進捗会議には必ず出席。部門間の意見対立が発生した際には、グローバル競

争力強化という自社の明確な戦略に基づいた方向性を示し、迅速な意思決定を下し

ました。例えば、これまで日本特有の商習慣として存在した個別見積もりシステムを

ERP の標準機能に合わせる際には、CEO が直接各部門長と交渉し、業務プロセスの

変革の必要性を説得しました。このトップダウンの強力なリーダーシップが、組織の

壁を越えた連携を促進し、難易度の高いプロジェクトを成功に導きました。 

 

1.3.2.2 事業部門の積極的な巻き込みと当事者意識の醸成 

ERP は事業部門の日常業務に直結するため、彼らを構想策定フェーズから積極的

に巻き込むことが極めて重要です。現状業務の課題抽出から新業務プロセスの設計、

そして ERP の機能選定に至るまで、現場の知見を最大限に活用することで、絵に描

いた餅ではない、現場にフィットした実用的なシステムを構築できます。また、早期

からプロジェクトに参加することで、当事者意識が芽生え、導入後のシステムへの抵

抗感が低減し、自律的な活用が促進されます。 

製造業の事例 1-3-2-2：現場エキスパートによる業務改革の推進  

ある中堅精密機器メーカーは、既存の老朽化した基幹システムの刷新にあたり、各

事業部門（生産、品質管理、購買、営業、経理など）から「業務エキスパート」を専

任でプロジェクトチームにアサインしました。彼らは週の半分以上をプロジェクト

に費やし、業務要件の定義、ERP パッケージのデモ評価、新業務プロセスの検討に深

く関わりました。特に、生産管理エキスパートは、ERP の標準機能を活用すること

で、これまで手作業だった生産実績のデータ入力を自動化し、生産計画の立案サイク

ルを従来の 1 週間から 3 日に短縮できる可能性を示し、現場の納得と協力を引き出

しました。これにより、現場のリアルなニーズがシステムに反映されただけでなく、

プロジェクトの進捗や課題が常に事業部門内で共有され、導入後のシステムへの抵

抗感が大幅に低減しました。彼らの当事者意識が、プロジェクトを成功に導く最大の

要因となりました。 

 

1.3.2.3 ベンダーとの強力なパートナーシップ 



ERP 導入は、自社だけでは完結できません。ERP ベンダー、導入コンサルティン

グパートナーといった外部の関係者との強力なパートナーシップが不可欠です。単

なる「発注者と受注者」の関係ではなく、共通の目標に向かって協力し合う「共創」

の関係を築くことが求められます。適切なベンダー選定はもちろんのこと、プロジェ

クト中の密なコミュニケーションと課題解決への共同アプローチが重要です。 

製造業の事例 1-3-2-3：共創型パートナーシップによるトラブル克服  

ある中堅食品メーカーは、初めての ERP 導入にあたり、信頼できる導入パートナ

ーを選定することに最も時間をかけました。RFP（提案依頼書）では、単なる提案内

容だけでなく、過去の製造業における導入実績、提案チームの経験と熱意、そして企

業の文化とのフィット感を重視しました。選定されたパートナーとは、プロジェクト

開始時に共同で「成功の定義」と「協業原則」を策定。困難な局面でも互いに率直な

意見交換を行い、問題解決に協力し合うことで、当初の計画通りにプロジェクトを完

遂することができました。特に、本番稼働直前のデータ移行トラブル発生時には、ベ

ンダーと自社メンバーが一体となり、徹夜で原因究明と対策にあたり、業務停止を回

避しました。このようなパートナーシップは、単に契約上の義務を果たす以上の信頼

関係が築かれていたからこそ可能でした。 

 

1.3.3 継続的な改善と進化：DX 時代の ERP の生命線 

ERP 導入は、システムを「構築して終わり」ではありません。市場環境やビジネスニ

ーズが常に変化するため、導入後もシステムを継続的に改善し、進化させていくことが

成功の生命線となります。これは、DX 時代における ERP の真価が問われるフェーズで

す。 

 

1.3.3.1 アジャイル（Agile）なアプローチの活用と MVP 思考 

従来のウォーターフォール型開発では、一度決めた要件を最後まで変更しない傾

向がありましたが、変化の速い現代においては、このアプローチでは対応しきれない

場面が増えています。ERP の構想策定においても、最初から完璧を目指すのではな

く、「MVP（Minimum Viable Product：実用最小限の製品）」のようなアジャイルな考

え方を取り入れることが有効です。これにより、リスクを分散させ、早期にビジネス

価値を創出し、現場からのフィードバックを基に段階的にシステムを拡張していく

ことが可能になります。 

製造業の事例 1-3-3-1：段階的導入によるリスク分散と早期効果創出  

ある E コマースプラットフォームと連携するアパレル製造業は、急速な事業拡大

に伴い、多品種少量生産と短納期対応を可能にするため、基幹システムを刷新する必

要がありました。彼らは、一度に全てを導入するのではなく、まず会計機能と基幹と

なる生産計画、販売管理機能に絞った MVP を構築し、短期間（6 ヶ月）で本稼働さ



せました。その後、現場からのフィードバックを基に、サプライヤー連携の強化、海

外生産拠点との情報連携モジュール、顧客向けカスタマイズオーダー管理機能とい

った他のモジュールを段階的に追加導入していきました。 

このアジャイルなアプローチにより、リスクを分散させ、ROI を早期に実現できた

だけでなく、ビジネスの変化に合わせて柔軟にシステムを拡張することが可能にな

りました。例えば、新しい生産拠点立ち上げの際にも、既存の ERP テンプレートを

ベースに迅速に導入を進めることができましたし、トレンドの変化が激しいアパレ

ル業界において、新しい素材やデザインの情報を迅速に ERP に登録し、生産計画に

反映できるようになりました。 

 

1.3.3.2 組織能力の開発とチェンジマネジメントの徹底 

新しい ERP システムがもたらす変革を組織全体で受け入れ、使いこなすためには、

従業員のスキルアップと意識改革が不可欠です。単に操作方法を教えるだけでなく、

新しい業務プロセスの意義や、それが個人の仕事、ひいては会社全体にどのような良

い影響をもたらすのかを理解させるためのチェンジマネジメントを計画的に実施す

ることが重要です。これは、システム導入フェーズだけでなく、運用後も継続的に取

り組むべき課題です。 

製造業の事例 1-3-3-2：全社的な DX 教育と「変革リーダー」の育成  

ある総合電機メーカーは、グローバルでの経営情報の一元化を目指し、全社的な

ERP 刷新プロジェクトを推進しました。同社は、システム稼働の 1 年前から、全社

員を対象とした「DX 意識改革ワークショップ」を実施。ERP がもたらす新しい働き

方や、データ活用の重要性について、経営層自らが繰り返しメッセージを発信しまし

た。特に、製造現場の従業員に対しては、ERP へのデータ入力がリアルタイムで生産

性向上や品質改善に直結することを、具体的な事例を交えて説明しました。 

また、各部門には「変革リーダー」を任命し、彼らが中心となって、新システム操

作トレーニング、Q&A セッション、部門ごとの業務マニュアル作成を推進。さらに、

新しい評価制度に「デジタル活用度」や「データ入力精度」の項目を設けることで、

従業員の意識と行動を自然に変革させることに成功しました。製造現場のタブレッ

ト端末からのリアルタイム入力が定着し、生産性向上と同時に、製品のトレーサビリ

ティも飛躍的に向上しました。 

 

1.3.3.3 継続的な効果測定と改善サイクル 

ERP 導入後も、設定した KPI に基づいてシステムの効果を継続的に測定し、改善

サイクルを回していくことが重要です。導入時に想定していなかった課題や、新たな

ビジネスニーズが浮上することもあります。定期的なレビューを実施し、システムの

最適化や機能拡張を計画的に行うことで、ERP の価値を最大化し続けることができ



ます。DX 時代は「一度作れば終わり」ではなく「作り続けて進化させる」というマ

インドセットが求められます。 

製造業の事例 1-3-3-3：KPI マネジメントによる原価管理と廃棄ロス改善  

ある食品加工会社は、ERP 導入後に月次の経営会議で「製造原価のリアルタイム

可視化」と「食品廃棄率」の KPI をモニタリングしました。当初は目標未達でした

が、原因を分析した結果、一部の原材料マスターの登録不備と、生産計画と在庫情報

の連携の遅れが判明しました。これらをシステム改修と業務プロセスの見直しによ

って改善することで、数ヶ月後には目標を達成し、原価管理の精度が飛躍的に向上し、

同時に食品廃棄ロスも大幅に削減することができました。これは、継続的な効果測定

が、システムの真の価値を引き出す上でいかに重要であるかを示す事例です。また、

ERP ベンダーが提供する新機能のロードマップを定期的に確認し、自社のビジネス

ニーズに合わせて新たな機能の導入や活用を検討することも、継続的な進化のため

に不可欠です。 

基幹システム構想策定は、これらの成功の鍵をプロジェクトの初期段階から意識

し、具体的な計画に落とし込むことで、DX 時代の競争環境を勝ち抜くための強固な

基盤を築くことができるでしょう。 


